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平成18(2006)年度修士論文要旨
授業における学び合う関係づくり
子どもたちにとって協同的な、また刺激的な
学びの場としての学級づくりについて、〈授業〉
における学び合う関係づくりに焦点を合わせ、
私自身の授業実践への反省を通して、その課題
を考察した。
まず、子どもの学び• 発達を二つの水準で捉
えていく。一つは、成熟した精神機能・「現在
の発達水準」、もう一つは、現在生成しつつあ
る、発達し始めた過程の「明日の発達水準」で
ある。この間にある水準のちがいをヴィゴッ
キーの「発達の最近接領域」概念に依拠して捉
える。発達の最近接領域を規定するのには、「模
倣」の問題が関係する。ある知的行為を真似る
ことができれば、自身の自主的活動において
も、一定条件のもとで類似した行為を達成する
ことができる。子どもは、学校で自分ひとりだ
けではできないことを、教師や仲間と共に刺激
しあい、支えあい、学び合うことによって、す
なわち互いの協力によってできるようになると
いうことを経験し、成長していく。現在の自分
自身の位置• 水準と、互いに学び合うことに
よって新しい考えを持つことができた自分との
間を、「発達の最近接領域」と捉える。教授・
学習の本質的特徴は、教授• 学習が発達の最近
接領域を創造するという事実にある。高次精神
機能の発達で、内言や思考が子どもとまわりの
人間との相互関係から発生するのと全く同じよ
うに、子どもの意志発達の源となるのも相互関
係である。人間精神発達の基礎には、人間の実
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践的活動と言語的コミュニケーションがある。
高次のレベルの子どもと一緒に学べる関係性の
中で、認知的葛藤が活性化し、子どもは進歩す
る。自分と他人とを調節することにより、より
高次の思考が働くからである。感性も思考もさ
まざまな子どもがいればいるほど、多様な視点
や考え方が出され、認知的葛藤が起こり、高次
の思考作業が創出されるからである。
子どもの感情や社会的行動、コミュニケー
ションの技能を発達させるために用いられてい
る協同学習は、子どもたちが協同して学びあう
学習スタイルである。協同学習は、子ども一人
ひとりの能力や理解における差異を、一人ひと
りの学びの刺激として受け止め、学びのきっか
けや発展として捉えることもできる。仲間と一
緒に取り組むことで、自分の学習と互いの学習
を協同的に高めていく学習である。そこでの教
師は、授業の目標をはっきりと具体化させ、方
針を決め、学習課題と目標構造を子どもにしつ
かり説明することが大事になる。共有すること
で、子どもの思いが一つになっていくからであ
る。
学校の中の教室という場で、異なる感情や思
考を持つ子どもたちが共に、学び合い、交流す
ることでコミュニケーションをはかり、一人で
は経験することのできない多様な世界を、仲間
と共に経験することができるのが、協同で学ぶ
教室なのである。私は教室で、「聴くこと」「話
すこと」を大事に考え、そこに焦点化した実践
を追求してきた。「聴くこと」は相手の声を受
け止めることであり、一見受動的のように思わ
れるが、まず相手を受け止めることができなけ
れば、自分が発信する能動的な行為には移るこ
とができない。相手の考えを聴く力を育てるこ
とが、自分の考えを安心して伝えること、すな
わち「話すこと」につながっていくと考えてい
る。教室で、一人の思いをみんなが共感• 共有
できることが「共感的受容」である。一人ひと
りの子どもがその存在を認められ、自分もみん
なを大切にする仲間づくり。その学び合う関係
が、授業一学びの根底をなすと考えている。子
どもの学び合いを高めるために、教師もまた学
び合うことが大切である。子どもが授業で対話
するのと同様に、教師もまた子どものために協
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同の対話が必要なのである。
学校は子どもたちだけでなく、教師も学び育
ち合う場所である。教師は、子どもや子どもを
取り巻く人々との協同的なかかわり・学びに
よって、その専門的力量を身につけ、開発して
いく。そこには、日々の実践から得られる知
識•技法もあれば、相互の経験を共有していく
ことによって得られる知識もある。教師の仕事
は、本質的に「不確実」な特質をもち、子ども
も絶えず変わって行く。だからこそ教師は、そ
の時々の、目の前の子どもと向き合い、授業過
程での行為・思考を振り返って省察することが
常に求められる。「反省的実践家」としての教
師が、専門的力量をもつ教師へと成長させるの
である。
市民社会における子育て支援の現状と展望
～ジェンダーの視点から～
日本では、 1.57ショックで少子化が広く人々
に知れ渡って以来、さまざまな少子化対策が行
われてきた。エンゼルプランや新エンゼルプラ
ンがその代表である。これらは、「女性の職場
進出と、子育てと仕事の両立の難しさが少子化
の背景にある」として、仕事と子育ての両立が
しやすくなるようにするため、保育サービスの
充実を中心とした対策であった。しかしこれ
は、未来における健常な働き手を多く確保する
ために、健常児を育てる共働き家庭にばかり目
が向けられた施策であり、専業主婦家庭や母
子・父子家庭、障害を持った子どものいる家
庭、虐待を受けた子どものいる家庭などへの支
援も必要だという視点の欠けたものであった。
そこで、次に出た少子化対策プラスワンから、
「子育てをするすべての家庭への支援」という
視点が盛り込まれた。それはすなわち、子ども
の数を増やすための対策が必要だという考え方
から、すべての子育て家庭において育てられて
いる、次世代を担う大切な子ども達一人一人の
健やかな成長のための施策が必要だという考え
方への転換なのであり、ここで政府の取り組み
は少子化対策から子育て支援策へと転換し、子
育て支援センターやつどいの場の設置推進、子
育てサポーターによる相談、地域における子育
てネットワークづくりの推進、子育てを助ける
生活環境の整備などといった子育て支援が行わ
れるようになった。
仕事と育児の両立についての支援は、少子化
対策という視点で出されたエンゼルプランや新
エンゼルプラン、子育て支援という視点で出さ
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れた少子化対策プラスワンという流れの中で継
続して取り組まれているが、少子化対策プラス
ワンの次に出た次世代育成支援対策推進法にお
いては、企業にも、子育てと仕事の両立が可能
となるような取り組みが求められることとなっ
た。従業員301人以上の事業主はその行動計画
を提出することが義務付けられたのである。
2005年12月末時点では、従業員301人以上の企
業のうち97.0%の企業が届け出を行い、また、
提出が義務づけられていない従業員数300人以
下の企業にも、届け出を行っているところはあ
るのであり、企業は、次世代育成に対し、確実
に意識を向け、取り組み初めてきていることが
わかる。
企業が行っている取り組みは、主に従業員が
子育てと仕事を両立しやすくするための制度の
導入• 実施であり、育児休業、育児期の短時間
勤務、フレックスタイム制の導入などが多い。
ファミリー・フレンドリー企業として表彰を受
けた企業の中には、女性の育児休業取得率
100%であるとか、男性管理職の育児休業取得
の実績を持つところもある。ほかには、事業所
内に託児施設を設けることで、保育所の入所待
ちのために職場復帰ができない従業員が居ると
いう問題をクリアしているところや、結婚・ 出
産で退職した社員を優先的に再雇用するという
ところなどもある。また、中小企業においては、
制度として整備されてはいないが、従業員の
ニーズに合わせた柔軟な対応をとることで、従
業員の両立を可能としているところもある。両
立支援は、親が仕事だけに縛られずに育児も行
えるようになるということで、子どもの幸せに
つながる子育て支援の一環であると言えよう。
しかし、こういった制度が整備されたからと
いって、男性も女性も、望むままに育児と仕事
の両立ができるようになったわけではない。男
性にも女性にも、いまだ根強く残るジェン
ダー・バイアスや、金銭面の問題などから、育
児と家事の両立をあきらめ、どちらか片方を選
ばざるを得ない者が多くいるのである。つま
り、女性は、結婚・出産を機に約七割が仕事を
諦め、退職している。条件さえ整っていれば、
まだ働いていたいと望む女性も多いにもかかわ
らず、である。一方男性は、収入減への懸念や
職場の同僚への気遣いなどが足かせとなり、結
局仕事を優先させる者が多く、育児を含めた家
庭生活に十分に関わることを諦めるのである。
家庭生活と仕事を、同じくらい大切にしたいと
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願う男性が増えてきているにもかかわらず、で
ある。女性も男性も両方が、育児も仕事も両立
させるということは、いまだに難しいことなの
であり、企業の両立支援にはこういった側面も
踏まえた取り組みが求められている。そのため
に企業には、両立をしやすくする職場の雰囲気
作りに努めることや、今設けられている制度が
従業員にとって使いやすいものになっているの
かどうか、従業員にとって意味のある制度とな
りえているかどうかのセルフチェックを絶えず
行い、反省と改善を考え続けていくことが必要
である。また、次世代育成支援対策推進法にお
いて定められた次世代育成マークを使い、世の
中に浸透させることによって、子育て支援につ
いて市民の意識を啓発していくことも、企業が
子育て支援として取り組み可能なことの一つで
あろう。
